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平 成 2 ８ 年 度
（平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日）

事 業 計 画 書

収 支 予 算 書

公益財団法人 博報児童教育振興会
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平成２８年度 事業計画書
「児童への国語教育を助成するとともに、わが国の文化と伝統を尊重する態度を育て、国際社会に生
きる自覚を促す活動を支援し、あわせてその活動に関する調査研究を行い、もって児童の健全な人間
形成に寄与することを目的とする事業」（公１）に係る事業計画の具体的内容を、以下のとおりとす
る。

１　第４７回「博報賞」
　　児童・生徒の｢豊かな人間性育成｣に貢献・努力されている学校・団体・教育実践者の顕彰を通し

て、児童教育の現場を活性化させる。

　①　推薦受付・審査・発表・贈呈式
（１）推薦受付期間　　平成 28 年 ４月 １日 ～ ６月 30 日
（２）審査会の開催　　平成 28 年 ７月 下旬 ～ ８月下旬 
（３）受賞者の発表　　平成 28 年 ９月 下旬
（４）贈呈式の実施　　平成 28 年 11 月 11日（会場：日本工業倶楽部）

　②　賞の種類と贈呈予定数
　　　国語･日本語教育、特別支援教育、日本文化理解教育、国際文化理解教育、教育活性化の５部

門を贈呈対象とし、推薦の中から、厳正審査の上、受賞者を選考し、賞状および副賞を贈呈す
る。博報賞受賞者の中から、特励すべき取り組みがある場合には、文部科学省の承認手続を経
て文部科学大臣賞を、また該当者がある場合には、博報教育特別賞を贈呈する。

賞の種類 贈呈予定数 賞の内容

博報賞 5 部門合計で、20 件前後 正賞：賞状　
副賞：100 万円

博報賞
文部科学大臣賞

博報賞受賞者の中から、特励すべき取り組みが
ある場合に贈呈する。

賞状
（文部科学大臣賞）

博報教育特別賞 5 部門とは別に、教育的見地から功績の著しい団
体・個人がある場合に、国内外を問わず顕彰する。

正賞：賞状
副賞：100 万円

　③　第 14 回「博報教育フォーラム」 
第 14 回教育フォーラムを開催する。

（１）参加者受付期間　　平成 28 年 12 月１日～平成 29 年１月 31 日
（２）フォーラム開催　　平成 29 年 ２月中旬

２　第１２回「児童教育実践についての研究助成」
　　新しい視点を持つ教育実践者・研究者の研究を助成し、研究成果を教育実践に反映させることを

通して、児童教育の基盤を充実させる。

　①　応募受付・審査・発表・研究期間・成果報告
（１）申 請 受 付 の 期 間　　平成 28 年 ７月 １日～ 10 月 31 日
（２）審 査 会 の 開 催　　平成 28 年 11 月 中旬～平成 29 年１月下旬
（３）助 成 対 象 の 発 表　　平成 29 年 ２月 下旬
（４）説 明 会　　平成 29 年 ３月 上旬
（５）研 究 期 間　　平成 29 年 ４月 １日～平成 30 年３月 31 日
（６）報 告 書 提 出　　平成 30 年 ５月 上旬
（７）優秀賞・継続助成審査会の開催　　平成 30 年 ５月 下旬～６月下旬
（８）優秀賞贈呈・研究成果報告会　　平成 30 年 ７月～８月
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（９）継 続 助 成　　平成 30 年 ８月～平成 31 年 ３月 31 日（短期）
　 　　　　　　　　　　　　　　 　 　　平成 30 年 ８月～平成 32 年 ３月 31 日（長期）

　②　研究助成金金額
助成金額は、1 件につき 300 万円を限度とする。

　
３　第１２回「国際日本研究フェローシップ」
　　海外で日本語・日本語教育・日本文学・日本文化の領域を研究する優れた研究者を日本へ招聘

し、滞在型研究の場を提供することで、世界における日本研究の基盤をより充実させ、研究者の
活動を通じて、日本への理解を深めることを目的とする。

　①　応募受付・事前審査・審査・発表・招聘期間・研究報告
（１）応 募 受 付 期 間　　平成 28 年 ６月 10 日～ 10 月 31 日
（２）事 前 審 査　　平成 28 年 11 月中旬  ～ 12 月上旬
（３）審 査 会 の 開 催　　平成 29 年 １月上旬
（４）招聘研究者の発表　　平成 29 年 ３月中旬
（５）招 聘 期 間　　平成 29 年 ９月～平成 30 年８月
（６）懇 談 会 ・ 懇 親 会　　平成 29 年 10 月上旬
（７）研 究 報 告 会　　平成 30 年 ２月（長期・短期前期）
　　 　　 　 　 　 　 　 　 平成 30 年 ８月（長期・短期後期）

　②　研究形態と受入体制
長期招聘研究者（1年）および短期招聘研究者（6ヶ月）を１５人程度、海外から招聘する。
招聘研究者は、国立国語研究所、国際日本文化研究センター、国際交流基金日本語国際セン
ター、お茶の水女子大学、京都大学、東京外国語大学、立命館大学および早稲田大学のうちの
いずれかの受入機関に在籍し、滞在研究を行う。　　

４　「世界の子ども日本語ネットワーク推進」
　　日本語による異文化体験や国際交流を通して、日本の生徒と海外の生徒がお互いの理解を深め、

国際人として成長する機会を提供する。

（１）募 集 期 間　　（第８回日本参加校）平成 28 年 ７月１日～８月 31 日
　　　　　　　　　　　　　（第９回海外参加校）平成 29 年 １月中旬～３月中旬

（２）審査会の開催　　（第８回海外参加校）平成 28 年 ５月中旬
　　　　　　　　　　　　　（第８回日本参加校）平成 28 年 ９月中旬

（３）招聘校の発表　　（第８回海外参加校）平成 28 年 ７月下旬
　　　　　　　　　　　　　（第８回日本参加校）平成 28 年 10 月下旬

（４）実 施　
　　　　＜第７回　海外児童日本体験プログラム＞
　　　　　実施期間：平成 28 年４月 14 日～ 27 日
　　　　　実施内容：日本語を学ぶ海外校の生徒（12 歳～ 16 歳）が日本校を訪問し、同世代の生徒

との交流や異文化体験を行う。

　　　　＜第７回　日本児童海外体験プログラム＞
　　　　　実施期間：平成 28 年７月 21 日～ 31 日
　　　　　実施内容：日本の中学生が海外校を訪問し、日本語を勉強している同世代の生徒との交流

や異文化体験を行う。

　　　　＜第８回　海外教師日本研修＞
　　　　　実施期間：平成 28 年 11 月 14 日～ 12 月３日
　　　　　実施内容：海外の中等教育機関の日本語教師が来日し、翌年のプログラム実施のために準

備を行う。
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平成 28 年度　年間事業計画 実施予定表
日　　　　程 事　　業　　内　　容

平成 28 年� 4 月上旬 第 47 回「博報賞」推薦受付開始
　　　　　　 第 11 回「児童教育実践についての研究助成」助成開始

4 月中旬　 「世界の子ども日本語ネットワーク推進」
　 第 7 回「海外児童日本体験プログラム」実施

5 月中旬 「世界の子ども日本語ネットワーク推進」
　 第 8 回「海外児童日本体験プログラム」海外参加校 審査会

6 月上旬 理事会の開催
第 12 回「国際日本研究フェローシップ」応募受付開始

6 月下旬 定時評議員会の開催

7 月上旬 第 12 回「児童教育実践についての研究助成事業」応募受付開始
「世界の子ども日本語ネットワーク推進」
　 第 8 回「日本児童海外体験プログラム」日本参加校 募集開始

7 月下旬 「世界の子ども日本語ネットワーク推進」
　 第 7 回「日本児童海外体験プログラム」実施
　 第 8 回「海外児童日本体験プログラム」海外参加校 決定

7 月～ 8 月 第 47 回「博報賞」審査期間
第 10 回「児童教育実践についての研究助成」優秀賞贈呈・研究成果報告会

8 月上旬 第 10 回「児童教育実践についての研究助成」継続助成開始
8 月下旬 第 10 回「国際日本研究フェローシップ」研究報告会

9 月上旬 第 11 回「国際日本研究フェローシップ」招聘研究開始
9 月中旬 「世界の子ども日本語ネットワーク推進」

　 第 8 回「日本児童海外体験プログラム」日本参加校 審査会
9 月下旬 第 47 回「博報賞」および文部科学大臣賞の受賞者発表

10 月上旬 第 11 回「国際日本研究フェローシップ」　懇談会・懇親会
10 月下旬 「世界の子ども日本語ネットワーク推進」

　 第 8 回「日本児童海外体験プログラム」日本参加校 決定

11 月上旬 第 47 回「博報賞」贈呈式の実施
11 月中旬 第 12 回「児童教育実践についての研究助成」審査開始

  第 12 回「国際日本研究フェローシップ」事前審査開始
「世界の子ども日本語ネットワーク推進」
　 第 8 回「海外教師日本研修」実施

12 月上旬 第 14 回「博報教育フォーラム」参加者受付開始

平成 29 年� 1 月上旬 第 12 回「国際日本研究フェローシップ」審査会
1 月中旬 「世界の子ども日本語ネットワーク推進」

　 第 9 回「海外児童日本体験プログラム」海外参加校 募集開始

2 月中旬 第 14 回「博報教育フォーラム」開催
第 11 回「国際日本研究フェローシップ」研究報告会

2 月下旬 第 12 回「児童教育実践についての研究助成」助成対象発表

3 月上旬 第 12 回「児童教育実践についての研究助成」説明会開催
3 月中旬 理事会・評議員会の開催

第 12 回「国際日本研究フェローシップ」招聘研究者発表
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平成 28 年度　収支予算書
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 平成 28 年度収支予算書 
　　　　　　　　　　　　　平成 28年４月１日から平成 29年３月 31日まで� （単位：円）

科 　　  目 28 年度予算額 前年度予算額 増　減
Ⅰ 一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益
　　　基本財産運用益 757,051,000 719,008,000 38,043,000
　　　　　基本財産受取利息 590,000 540,000 50,000
　　　　　基本財産受取配当金 318,696,300 265,580,000 53,116,300
　　　　　基本財産受取配当金振替額 437,764,700 452,888,000 △ 15,123,300
　　　特定資産運用益 2,145,000 2,058,000 87,000
　　　　　特定資産受取利息 667,000 1,022,000 △ 355,000
　　　　　特定資産受取配当金 1,478,000 1,036,000 442,000
　　　雑収益 90,000 82,000 8,000
　　　　　受取利息 90,000 82,000 8,000
　　　経常収益計 759,286,000 721,148,000 38,138,000
　（２）経常費用
　　　事業費 647,796,000 632,329,000 15,467,000
　　　　顕彰・助成金 229,061,000 242,564,000 △ 13,503,000
　　　　　博報賞事業副賞金 24,000,000 24,000,000 0
　　　　　研究助成事業助成金・優秀賞金 45,171,000 43,000,000 2,171,000
　　　　　国際日本研究ﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ事業研究費 77,550,000 78,300,000 △ 750,000
　　　　　　世界のこども日本語NW推進事業ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施費 82,340,000 97,264,000 △ 14,924,000
　　　　顕彰・助成関係費 110,277,000 104,571,000 5,706,000
　　　　　選考委員会運営費 12,097,000 12,373,000 △ 276,000
　　　　　式典費 16,460,000 15,654,000 806,000
　　　　　招待費 5,750,000 5,950,000 △ 200,000
　　　　　関連制作費 10,800,000 8,930,000 1,870,000
　　　　　募集関連費 11,840,000 12,384,000 △ 544,000
　　　　　国際日本研究ﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ事業受入協力費 6,300,000 3,200,000 3,100,000
　　　　　世界のこども日本語NW推進事業視察費 7,000,000 6,720,000 280,000
　　　　　事業事務局運営費 40,030,000 39,360,000 670,000
　　　　事業推進・企画費 25,624,000 52,062,000 △ 26,438,000
　　　　　博報賞教育フォーラム費 14,994,000 14,004,000 990,000
　　　　　世界のこども日本語NW推進事業総合企画費 3,150,000 22,130,000 △ 18,980,000
　　　　　WEBネットワーク管理費 7,480,000 15,928,000 △ 8,448,000
　　　　事業運営費 282,834,000 233,132,000 49,702,000
　　　　　役員報酬 9,600,000 9,600,000 0
　　　　　職員給与 70,076,000 74,595,000 △ 4,519,000
　　　　　法定福利費 10,404,000 10,653,000 △ 249,000
　　　　　臨時雇用者給与 270,000 64,000 206,000
　　　　　退職給付負担金 2,776,000 4,407,000 △ 1,631,000
　　　　　事務所費 28,800,000 34,170,000 △ 5,370,000
　　　　　減価償却費 650,000 649,000 1,000
　　　　　広報費 128,863,000 66,510,000 62,353,000
　　　　　調査・開発費 17,180,000 20,081,000 △ 2,901,000
　　　　　旅費交通費 6,705,000 4,610,000 2,095,000
　　　　　会議費 1,548,000 1,988,000 △ 440,000
　　　　　郵送・運搬費 4,358,000 3,551,000 807,000
　　　　　消耗備品・資料費 201,000 689,000 △ 488,000
　　　　　雑　費 1,403,000 1,565,000 △ 162,000
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（単位：円）
　　　管理費 111,490,000 88,819,000 22,671,000
　　　　　役員報酬 3,720,000 3,780,000 △ 60,000
　　　　　職員給与 32,939,000 37,577,000 △ 4,638,000
　　　　　法定福利費 4,538,000 4,786,000 △ 248,000
　　　　　臨時雇用者給与 7,830,000 3,534,000 4,296,000
　　　　　退職給付負担金 2,164,000 3,346,000 △ 1,182,000
　　　　　事務所費 19,200,000 13,830,000 5,370,000
　　　　　減価償却費 450,000 451,000 △ 1,000
　　　　　広報費 6,010,000 3,502,000 2,508,000
　　　　　旅費交通費 360,000 120,000 240,000
　　　　　会議費 3,300,000 1,340,000 1,960,000
　　　　　通信費 1,440,000 1,080,000 360,000
　　　　　備品・資料購入費 4,490,000 2,940,000 1,550,000
　　　　　リース料 2,520,000 2,520,000 0
　　　　　文書印刷費 2,400,000 1,200,000 1,200,000
　　　　　その他管理費 20,129,000 8,813,000 11,316,000
　　　経常費用計 759,286,000 721,148,000 38,138,000
　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0
　　　　評価損益等計 0 0 0
　　　　当期経常増減額 0 0 0
　２．経常外増減の部
　（１）経常外収益
　　　経常外収益計 0 0 0
　（２）経常外費用
　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　当期一般正味財産増減額 0 0 0
　　　　一般正味財産期首残高 24,140,188,823 14,228,113,737 9,912,075,086
　　　　一般正味財産期末残高 24,140,188,823 14,228,113,737 9,912,075,086
Ⅱ 指定正味財産増減の部
　　　基本財産運用益 952,200,000 793,500,000 158,700,000
　　　　　基本財産受取配当金 952,200,000 793,500,000 158,700,000
　　　一般正味財産への振替額 △ 437,764,700 △ 452,888,000 15,123,300
　　　　　一般正味財産への振替額 △ 437,764,700 △ 452,888,000 15,123,300
　　　　当期指定正味財産増減額 514,435,300 340,612,000 173,823,300
　　　　指定正味財産期首残高 68,781,473,081 38,677,446,545 30,104,026,536
　　　　指定正味財産期末残高 69,295,908,381 39,018,058,545 30,277,849,836
Ⅲ 正味財産期末残高 93,436,097,204 53,246,172,282 40,189,924,922
（注）�平成28年度予算の内「一般正味財産期首残高」及び「指定正味財産期首残高」は、本予算編成

時における実績予測値である。
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 平成 28 年度収支予算書内訳表（会計別） 
　　　　　　　　　　　　　平成 28年４月１日から平成 29年３月 31日まで� （単位：円）

科 　　  目 公益目的事業会計 法人会計 合  計
Ⅰ 一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益
　　　基本財産運用益 645,583,500 111,467,500 757,051,000
　　　　　基本財産受取利息 427,500 162,500 590,000
　　　　　基本財産受取配当金 239,022,226 79,674,074 318,696,300
　　　　　基本財産受取配当金振替額 406,133,774 31,630,926 437,764,700
　　　特定資産運用益 2,145,000 0 2,145,000
　　　　　特定資産受取利息 667,000 0 667,000
　　　　　特定資産受取配当金 1,478,000 0 1,478,000
　　　雑収益 67,500 22,500 90,000
　　　　　受取利息 67,500 22,500 90,000
　　　経常収益計 647,796,000 111,490,000 759,286,000
　（２）経常費用
　　　事業費 647,796,000 647,796,000
　　　　顕彰・助成金 229,061,000 229,061,000
　　　　　博報賞事業副賞金 24,000,000 24,000,000
　　　　　研究助成事業助成金・優秀賞金 45,171,000 45,171,000
　　　　　国際日本研究ﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ事業研究費 77,550,000 77,550,000
　　　　　　世界のこども日本語NW推進事業ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施費 82,340,000 82,340,000
　　　　顕彰・助成関係費 110,277,000 110,277,000
　　　　　選考委員会運営費 12,097,000 12,097,000
　　　　　式典費 16,460,000 16,460,000
　　　　　招待費 5,750,000 5,750,000
　　　　　関連制作費 10,800,000 10,800,000
　　　　　募集関連費 11,840,000 11,840,000
　　　　　国際日本研究ﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ事業受入協力費 6,300,000 6,300,000
　　　　　世界のこども日本語NW推進事業視察費 7,000,000 7,000,000
　　　　　事業事務局運営費 40,030,000 40,030,000
　　　　事業推進・企画費 25,624,000 25,624,000
　　　　　博報賞教育フォーラム費 14,994,000 14,994,000
　　　　　世界のこども日本語NW推進事業総合企画費 3,150,000 3,150,000
　　　　　WEBネットワーク管理費 7,480,000 7,480,000
　　　　事業運営費 282,834,000 282,834,000
　　　　　役員報酬 9,600,000 9,600,000
　　　　　職員給与 70,076,000 70,076,000
　　　　　法定福利費 10,404,000 10,404,000
　　　　　臨時雇用者給与 270,000 270,000
　　　　　退職給付負担金 2,776,000 2,776,000
　　　　　事務所費 28,800,000 28,800,000
　　　　　減価償却費 650,000 650,000
　　　　　広報費 128,863,000 128,863,000
　　　　　調査・開発費 17,180,000 17,180,000
　　　　　旅費交通費 6,705,000 6,705,000
　　　　　会議費 1,548,000 1,548,000
　　　　　郵送・運搬費 4,358,000 4,358,000
　　　　　消耗備品・資料費 201,000 201,000
　　　　　雑　費 1,403,000 1,403,000
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（単位：円）
　　　管理費 111,490,000 111,490,000
　　　　　役員報酬 3,720,000 3,720,000
　　　　　職員給与 32,939,000 32,939,000
　　　　　法定福利費 4,538,000 4,538,000
　　　　　臨時雇用者給与 7,830,000 7,830,000
　　　　　退職給付負担金 2,164,000 2,164,000
　　　　　事務所費 19,200,000 19,200,000
　　　　　減価償却費 450,000 450,000
　　　　　広報費 6,010,000 6,010,000
　　　　　旅費交通費 360,000 360,000
　　　　　会議費 3,300,000 3,300,000
　　　　　通信費 1,440,000 1,440,000
　　　　　備品・資料購入費 4,490,000 4,490,000
　　　　　リース料 2,520,000 2,520,000
　　　　　文書印刷費 2,400,000 2,400,000
　　　　　その他管理費 20,129,000 20,129,000
　　　経常費用計 647,796,000 111,490,000 759,286,000
　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0
　　　　評価損益等計 0 0 0
　　　　当期経常増減額 0 0 0
　２．経常外増減の部
　（１）経常外収益
　　　経常外収益計 0 0 0
　（２）経常外費用
　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　当期一般正味財産増減額 0 0 0
　　　　一般正味財産期首残高 24,140,188,823
　　　　一般正味財産期末残高 24,140,188,823
Ⅱ 指定正味財産増減の部
　　　基本財産運用益 714,150,000 238,050,000 952,200,000
　　　　　基本財産受取配当金 714,150,000 238,050,000 952,200,000
　　　一般正味財産への振替額 △ 406,133,774 △ 31,630,926 △ 437,764,700
　　　　　一般正味財産への振替額 △ 406,133,774 △ 31,630,926 △ 437,764,700
　　　　当期指定正味財産増減額 308,016,226 206,419,074 514,435,300
　　　　指定正味財産期首残高 68,781,473,081
　　　　指定正味財産期末残高 69,295,908,381
Ⅲ 正味財産期末残高 93,436,097,204
（注）１．�平成 28 年度予算の内「一般正味財産期首残高」及び「指定正味財産期首残高」は、本予

算編成時における実績予測値である。
　　　２．�貸借対照表内訳表を作成していないため、一般正味財産期首残高、一般正味財産期末残

高、指定正味財産期首残高、指定正味財産期末残高及び正味財産期末残高は合計欄のみを
記載している。
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公益財団法人 博報児童教育振興会

資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類
（平成２８年４月１日から平成２９年３月 31日まで）

（１）資金調達の見込みについて

　　平成２８年度（平成２８年４月１日から平成２９年３月 31日まで）中に資金調達予定はありま
せん。

（２）設備投資の見込みについて

　　����平成２８年度（平成２８年４月１日から平成２９年３月 31日まで）中に重要な設備投資（除去
又は売却を含む。）の予定はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


